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今回の世界的な金融・経済危機
における雇用や金融に対する財政
出動には、セーフティネットとし
て必要なものもありました。しか
し、私たちプロジェクト・チーム
で、約15兆円の2009年度補正予
算等の詳細を検証したところ、ま
さに「ばらまき」の典型的な例が多
く、私たちの考える「賢明な支出」

（Wise Spending）の条件からは
かけ離れたものでした。
「100年に一度の危機」という言

葉だけが独り歩きし、深い議論もな
くあわてて組んだ経済対策は、諸外
国では例がないほど、“あまい”予算
のつけ方だと言わざるを得ず、誤り
も多いと考えます。予算の一部は、
独立行政法人等の基金として積ま
れ、使途が決まっていないものもあ
り、これまでの経済同友会での議
論において、整理・合理化の対象と
なった法人にも配分されています。

経済同友会ではかねてより、政
府の予算の組み方に根本的な問題
があることを指摘し、GAO（米国会
計検査院）のように執行した予算の
パフォーマンスをチェックし、その

評価を反映する仕組みをつくるべ
きだと強く主張してきました。過去
に行ったがん撲滅やIT戦略といっ
た大きな財政投資の成果について
も、ほとんどチェックが行われてい
ないのが現状です。国としてこれを
しっかり総括すべきでしょう。

さらに行政改革の視点では、着
実に前進している部分もありまし
たが、今回の経済対策で改革が数
年後戻りしたというマイナスの面
があることも否めません。

既に全国に100近くの空港があ
りますが、効率の悪い空港をたく
さん造るより、日本のハブ空港と
して成田と羽田をリニア（所要時
間15分）で結ぶ構想（約2兆円）へ
の投資の方が望ましいのではない
かと思います。各省は国民のウェ
ルフェア（生活の豊かさ・幸福）を
高めるミッションをいま一度、そ
れぞれの立場で再確認すべきでは
ないでしょうか。

また、財務省については、本来の
機能の原点に立ち返り、予算執行
の成果をしっかりと検証してほし
いと、期待を込めて訴えたいと思
います。

現在の日本の財政はとても危
険な状態にあると思います。かつ
てアジアで通貨危機がありました
が、今の日本ではこれと同じ現象
がいつ起こっても不思議ではない
と言えます。

日本には巨額な国民の貯蓄があ
るので大丈夫だという意見もあり
ます。しかし、金融の世界では、そ
の「変化率」が鍵を握ります。全体
の90%が安定していても、残りの
10%の部分で大きな変化が起こ
ると、がらりと流れが変わってし
まうからです。

もし世界の多くの人が、「日本の
財政は破綻している」と判断して、
急激な信用不安が起きたとした
ら、日本発の通貨危機が起こる可
能性は否定できません。

巨額な貯蓄に安心するのではな
く、現状を直視し、財政の健全化
に取り組むことが、日本にとって
急務だと考えています。さらに、
こうした事態になった場合に何が
起こるかを予測・判断し、対応策
を事前に考えておくことも重要だ
と思います。

パフォーマンスのチェック機能を備え
予算の組み方を根本的に見直すことが重要
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